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奨学金の社会・経済的効果 



第 10 章 奨学金の高等教育機会への効果とローン回避問題 

 

小林雅之（東京大学大学総合教育研究センター） 

1. 高等教育機会の均等化のための政策 

 高等教育機会の均等のための政策として重要なのは，授業料無償あるいは低授業料と，奨学

金とりわけ給付奨学金（grant）により，学生や家計が実際に負担する授業料（純授業料＝定

価授業料—給付奨学金）を低く設定する政策である1。第２部でみたように，イギリスを除くヨ

ーロッパの多くの国では，授業料無償政策がとられている。また，アメリカでは，公立コミュ

ニティカレッジでは低授業料政策，公立旗艦大学や私立大学の多くでは，高授業料・高奨学金

政策がとられている。高授業料・高奨学金政策の問題点の一つは，奨学金の受給基準が，経済

力ではなく，学力になる場合が多いことである。これはニードベースからメリットベースへの

移行と呼ばれ，教育機会の均等を脅かすものとして激しい論争が行われている。実際に，低授

業料や奨学金の高等教育機会への効果の分析も多くの研究がある2。進学や高等教育機会の選択

に対して，授業料や奨学金がどのような効果をもたらしているかだけでなく，教育費に対する

認識や奨学金の利用可能性の認識なども分析されている。日本でも最近高等教育機会と授業料

や奨学金に関する研究がようやく現れてきているが効果についての研究は多くない3。 

 そこで，ここでは，奨学金が高等教育機会に対して，どのような効果をもっているかを，具

体的なデータに基づき検証する。ここで用いるのは，文部科学省「学生生活調査」2002 年度で

ある。 

 次に，各国とも教育ローンへの移行が急速に進展しつつある。これは，教育費の負担を，公

から私へ，さらに親から子へとシフトさせようとする動きである。さらに，近年の市場主義的

な教育改革の主張の中には，教育ローンが教育費問題の解決策として提起されている。しかし，

各国の状況をみると，こうしたローンが万能薬であるというような考え方には疑問を呈せざる

を得ない。将来の負担を恐れて，ローンを回避する傾向が各国とも報告されている。回避が問

題なのは，教育機会の均等に寄与するはずの奨学金が，かえって教育機会の均等を損なう恐れ

があるからである。ここでは，こうしたローン回避問題について，各国の概況とわが国につい

て，具体的なデータにもとづき検証する。 

                                                      
1) 各国の授業料／奨学金政策について，詳細は小林・濱中・島（2002）を参照されたい． 
2) 2000 年までの授業料・奨学金研究や，それらの進路決定や学業継続への効果の実証研究は，小林・濱

中・島 (2002)を参照されたい．最近の研究の例としては，Drewes and Michael (2006)などがある． 
3 近年の研究のレビューは，小林 2007 年ａ，2007 年 b を参照されたい。 
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 最後に，これらの知見をふまえて，日本の奨学制度のあり方について，検討する。 

2. 高等教育機会に対する奨学金の効果 

 高等教育機会の選択を大きく左右するのは，高等教育機会の費用である。学生は高等教育の

費用を家庭給付とアルバイトと奨学金の３つの収入源によって調達しているものの，家庭給付

が最も重要な役割を果たしている。 

2.1. 家庭給付 

 家庭給付は，高等教育機会の選択によって大きな相違がある。しかし，文部科学省「学生生

活調査」によると，最も低い国立自宅の場合も家庭給付の割合は収入計の６割に近く，家計負

担の重さを想起させる。ここでは，奨学金の効果を検証する前に，まず家計の学費負担の問題

を検討する。 

図 10- 1 家計所得と家庭給付（国立） 
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（データ）日本学生支援機構「学生生活調査」2004年
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 図 10-1 と図 10-2 は，日本学生支援機構「学生生活調査」2004 年によって，家庭給付ランク

別と所得分位別グループの割合をプロットしたものである4。図は家庭給付と所得分位の相関が

強くないこと，言い換えれば，同じ所得階層でも家庭給付には大きなばらつきがあることを示

している。特に図の左上の家計は家計所得に対して家庭給付の多い，家計負担度の重い家計で

 
4 所得分位の境界値は，504.4，693.4，858.8，1,02.9 万円である。また，家庭給付分位の境界値は，国立

52.0，77.0，110.88，160.0，私立が 88.0，121.2，157.0，210.0 万円である。 

232 



ある。こうした家計が，割合としては少ないものの，確実に存在していることが示されている。

こうした家計の割合は，全体としては少ないといっても，国立私立とも第 I 分位の約１割とな

っていて無視できるほど少ないとは言えない。さらに家庭給付のやや多いグループを加えれば，

国立私立とも第Ｉ分位の約２割を占めている。 

図 10- 2 家計所得と家庭給付（私立） 
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（データ）日本学生支援機構「学生生活調査」2004年  

 こうした学費負担の重い無理をしているとみられる左上の家計は，学生の居住形態ではアパ

ートが多く，国立で８割以上，私立でも約７割となっている。つまり，アパートの選択は生活

費を大幅に増加させ，これにより家庭給付を増加させる。また，重い負担をしている家計は国

立私立とも医歯薬系が多くなっている。このように，高等教育機会の選択によって，学生生活

費は大きく異なり，家計とりわけ低所得層では，家計負担の多い「無理をしている」家計が存

在している。 

2.2. 奨学金の効果のシミュレーション 

 学費援助には，奨学金と学費免除の２つがあり，学費負担度に影響を与えることによって，

教育機会の選択に影響を与える。ここでは，高等教育機会に対して奨学金が効果をもっている

ことを簡単なシミュレーションで確認する。 

 家計所得の割に家庭給付を多く出している「無理をしている」家計の奨学金受給率は低いこ

とが予想される。実際，表 10-1 のように，国立に関しては，第Ｉ分位で家庭給付の最も低いグ

ループは約４分の３が日本学生支援機構奨学金を受給しているのに対して，家計負担の最も重

いグループでは，受給率は約６％にすぎない。私立に関しては，それぞれ７割以上と約３分の
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１となっている。 

 これらの家計給付の多い家計負担の重い層で奨学金を受けている者は，奨学金がなければ，

さらに多くの家庭給付かアルバイトを必要とする。このため奨学金がない場合，さらに多くの

アルバイトをして補充することは，学生の生活に大きな負担を強いることになり，ひいては進

学そのものが困難になる可能性がある。 

表 10- 1 所得階層別家庭給付別日本学生支援機構奨学金受給率 

所得分位

設置者 bunni 家庭給付 1 2 3 4 5 合計

国立 1 1 75.5% 65.8% 56.8% 57.4% 20.0% 67.8%

2 50.4% 45.6% 36.4% 24.4% 13.5% 37.3%

3 54.7% 51.1% 47.5% 26.8% 19.6% 42.7%

4 38.0% 27.3% 20.3% 19.3% 11.0% 22.2%

5 6.1% 5.7% 3.8% 7.4% 2.2% 4.7%

合計 56.5% 44.6% 31.6% 22.5% 9.2% 35.3%

公立 1 1 83.8% 73.7% 46.0% 53.7% 40.0% 72.6%

2 53.9% 60.0% 33.8% 36.2% 10.0% 43.0%

3 59.2% 47.5% 31.2% 24.4% 10.8% 37.7%

4 55.3% 44.6% 30.8% 28.9% 14.6% 37.1%

5 27.3% 14.0% 9.6% 6.7% 7.0% 10.8%

合計 65.6% 49.5% 28.9% 27.5% 11.7% 41.2%

私立 1 1 73.2% 76.2% 62.4% 50.6% 34.1% 65.6%

2 58.7% 50.0% 40.3% 24.5% 13.3% 41.3%

3 45.7% 45.3% 31.4% 25.8% 6.8% 31.2%

4 50.3% 36.8% 38.6% 18.3% 11.4% 29.8%

5 34.4% 24.8% 22.0% 15.5% 6.9% 17.6%

合計 58.2% 48.3% 37.5% 25.7% 10.5% 37.2%

（データ）日本学生支援機構「学生生活調査」2004年  

 そこで，この奨学金がない場合の進学困難性をシミュレーションによって確認する。表の左

上の低所得層のうち最も家庭給付の多いグループの奨学金受給率は先にみたように，国立で

10.6％となっている。この奨学金受給者は，奨学金が受給できなければ進学できないと仮定す

る。同じように，先の６グループの奨学金受給者も奨学金がなければ，進学できないと仮定す

る。つまり，この６グループの者は奨学金がなければ，左上の３グループに属すると考えられ，

進学を断念する可能性が高くなる。10 グループについても同様である。そこで，先の表の左上

から対角線に６つのグループの 5.1%，さらに 10 のグループの 11.6％の受給者が進学を断念す

ると仮定して，在学率を再計算した。 

 その結果は，国立では，図 10-3 のように，低所得層の在学率は，６グループでは数パーセン

ト減少し，逆に高所得層の在学率は数パーセント増加する。劇的な変化はみられず，あまり相
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違がないようにみえるかもしれない。これは元々低所得層の高負担家計に奨学金受給者が少な

いためである。しかし，10 グループでは，全体としては低所得層の在学率はかなり低下し格差

は拡大する。 

図 10- 3 国立・私立大学別日本学生支援機構奨学金の所得分位別在学率への効果 

国立大学在学率への奨学金効果 私立大学在学率への奨学金の効果

データ：文部省「学生生活調査」2004年より算出 データ：文部省「学生生活調査」2004年より算出
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 私立大学でも，６グループ 7.1%，10 グループ 13.6％が進学を断念すると仮定した。図のよ

うに，国立と同じように格差の拡大がみられる。私立大学の場合には，高家庭給付グループで

奨学金の受給率が高いため，奨学金がない場合には，低所得層と高所得層の在学率の格差はさ

らに増大する。このように，奨学金がなければ，所得階層間の在学率の格差は拡大する。逆に

言えば，奨学金は，低所得層の家計負担を減少させ，大学への進学を可能にする効果を持って

いる。 

 このシミュレーションは，奨学金がなければ進学を選択しない者を，家計負担と所得分位か

ら推測して推計した。当然仮定のおき方によって，シミュレーションの結果は異なる。しかし，

いずれにせよ，奨学金がなければ進学を断念せざるを得ない者が存在し，これらの者が進学を

断念すれば，所得階層間の進学率格差は拡大する。この点で，奨学金は，高等教育機会の格差

是正に効果があることが示されたと言えよう。 

3. ローン負担とローン回避問題 

 日本以外の各国では，学部段階で給付奨学金があるけれども，日本には給付奨学金がなく，

ローンのみである点が際だっている。この点では，日本は各国の中で最もローン比率の高い国

のひとつである。ただし，日本学生支援機構第１種奨学金は無利子であり，直接は目に見えな

いものの公的補助がなされており，その点では，グラントの要素を持っていることも忘れては

ならない。 

 奨学金と関連して近年欧米で大きな問題となっているのはローン負担とローン回避問題であ
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る。公財政負担軽減のため，各国とも給付奨学金（グラント）から貸与奨学金（ローン）への

シフトが急速に進んでいる。しかし，奨学金がローンである場合には，ローン未返済に陥る可

能性は必ず存在する。さらに学生や家計は将来の負担を恐れてローンを回避する傾向がある。

とりわけ低所得層ほどローン回避し，高等教育機会の選択に影響したり，ひいてはそのため進

学を選択しない傾向があることが明らかにされてきた。これは，高等教育の機会均等のための

奨学金がローンの場合には，最も学生援助を必要とする層が援助を受けないことになり，低所

得層には効果がないことを意味しているため，大きな問題となり，欧米では，きわめてローン

未返済やローン回避傾向に関する研究がなされている5 。 

 しかし，日本では，公的奨学金はローンであるにもかかわらず，これまでローン回避の調査

はなかった。しかし，学術創成科研「保護者調査」によれば，図 10-4 のように，英米の研究結

果と同様，全体としては，ローン回避は保護者・高校生とも高所得層ほど高いが，保護者につ

いて最も低所得層（第 I 分位）の場合，ローンを回避する傾向が示された。 

 

図 10- 4 所得分位別母学歴別ローン回避傾向（ローンは子どもの負担となるので借りたくない） 

保護者 

 

                                                     

 

データ：学術創成科研「保護者調査」2005
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5) ローン未返済については，Million 2004 の文献レビューが詳しい。また, ローン回避傾向については，

Campaigne and Hossler 1998, Price 2004. Kesterman 2006，Callender and Jackson 2005, Callender 
2006 など。また，ローン回避と関連して，教育資金市場における借入拘束性（barrowing constraints）
についても，多くの研究がある（Hanushek, Leung and Yilmz 2004 など）。 
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表 10- 2 所得分位別ローン回避傾向（高校生） 

 家計所得5分位

1 2 3 4 5 合計

男 強くそう思う 12.4 8.9 10.8 11.6 13.2 11.3

そう思う 35.9 36.1 36.1 39.3 42.3 38.0

そうは思わない 42.7 46.3 45.9 43.3 38.1 43.4

全くそうは思わない 9.0 8.6 7.2 5.8 6.3 7.3

女 強くそう思う 9.4 8.4 7.5 10.4 11.9 9.5

そう思う 37.6 39.8 40.6 39.1 39.8 39.5

そうは思わない 45.5 46.9 46.1 40.1 42.6 44.2

全くそうは思わない 7.5 5.0 5.8 10.4 5.7 6.8

計 強くそう思う 10.8 8.7 9.3 11.0 12.6 10.4

そう思う 36.8 38.0 38.1 39.2 41.0 38.7

そうは思わない 44.2 46.6 46.0 41.7 40.4 43.8

全くそうは思わない 8.2 6.8 6.6 8.1 6.0 7.0

（データ）学術創成科研「保護者調査」「高校生調査」2005年11月

χ自乗検定 ***P<0.01, **P<0.05, *P<0.1  
 また，高校生については，表 10-2 のように，低所得層のローン回避傾向はみられるものの有

意な差ではない。そこで，さらに，高校生について，表 10-3 のように，「強くそう思う」と「そ

う思う」をローン回避，「そうは思わない」と「全くそうは思わない」をローン非回避の２値に

分けて，ロジット分析により検証したところ，表 10-4 のように，低所得層でローン回避傾向が

あることが確認された。 

表 10- 3 所得分位別ローンを借りたくない（高校生） 

家計所得5 1 2 3 4 5 合計

男 48.3% 45.0% 46.9% 50.9% 55.6% 49.3% ＊

女 47.0% 48.1% 48.1% 49.5% 51.7% 49.0%

合計 47.6% 46.6% 47.4% 50.2% 53.6% 49.2% ＊

（データ）学術創成科研「保護者調査」「高校生調査」2005年11月

χ自乗検定 ***P<0.01, **P<0.05, *P<0.1

質問「卒業後の返済が不安だから、なるべく奨学金を借りたくない」

(注）強くそう思う＋そう思うの比率  
 

 ローン回避傾向に影響を与えるとみられる中３成績や性別，兄弟数などをコントロールして

も第１分位の方が第２分位よりローン回避傾向は強い。このモデルでは，ローン回避傾向は負

になるほど強い。所得分位変数のベースは最もローン回避傾向の強い第 V 分位であるため，第

V 分位に対する相対的な傾向を表しており，第 I 分位の方が第 II 分位よりローン回避傾向が強

いと言える。 
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表 10- 4 ローンを借りたくない（高校生）のロジット分析 

 B

第I分位 -0.34

第II分位 -0.35

第III分位 -0.29

第IV分位 -0.16

中３成績 -0.13

性別（＝女） -0.01

兄弟数 -0.17

定数 1.03

（データ）学術創成科研「高校生調

***P<0.01, *

質問「卒業後の返済が不安だから

(注）従属変数 　強くそう思う

P B

*** -0.30

*** -0.33

*** -0.28

-0.16

*** -0.13

0.00

***

*** 0.64

調査」2005年11月

**P<0.05, *P<0.1

ら、なるべく奨学金を借り

＋そう思う＝１，その他

P B

** -0.30

*** -0.33

*** -0.28

-0.16

*** -0.13

*** 0.64

りたくない」

＝０

P

**

***

***

***

***

 

 保護者についても同様に，「全くそう思う」と「そう思う」と，「そうは思わない」と「全く

そうは思わない」に２分して，ロジット分析を行った。その結果，表 10-5 のように，低所得層

でローン回避傾向があることが確認された。 

表 10- 5 ローンを借りたくない（保護者）のロジット分析 

 B

第I分位 -0.45

第II分位 -0.62

第III分位 -0.49

第IV分位 -0.25

中３成績 -0.04

性別（女）

兄弟数

定数 0.09

（データ）学術創成科研「保

***P<0.01, **P<0.05, *P<

「将来に子どもの負担になるので

強くそう思う＋そう思う＝１

P

***

***

***

**

保護者

<0.1

で借りたく

B

-0.50

-0.64

-0.49

-0.25

-0.03

0.08

-0.20

0.48

者調査」2005年

くない」

その他＝０

P B

*** -0.45

*** -0.62

*** -0.48

** -0.25

-0.04

0.08

***

*** 0.05

年11月

P

***

***

***

**

 

 

 さらに，こうしたローン回避傾向は，地域によっても異なる。その理由は，所得と文化に地

域差があると考えられるからである。図 10-5 は，保護者について，地域別にみたものである。
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ローン回避傾向がきわめて高いのは，東京の高所得層であるが，東京の低所得層にはローン回

避傾向がみられない。これに対して，中都市・小都市・郡部ではいずれも低所得層の方がロー

ン回避傾向がみられる（ただし，郡部では 10％水準で有意ではない）。また，大都市の場合に

は，ローン回避傾向は，第 III 分位が最も弱く，他の地域と異なる傾向を示している。 

 

図 10- 5 地域別所得階層別ローン回避傾向（保護者） 
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なお，これらの傾向は，表 10-6 のように，ロジット分析でも検証できる。高校生については，

地域別に明確な傾向はみられなかった。 
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表 10- 6 地域別ローン回避傾向のロジット分析（保護者） 

 東京特別区

第I分位 -1.21

第II分位 -0.84

第III分位 -0.82

第IV分位 -0.73

中３成績 0.14

定数 0.13

（データ）学術創成科研「保

***P<0.01, **P<0.05, *P<

「将来に子どもの負担になるので

強くそう思う＋そう思う＝１

P 大都市

:*** -0.51

** -0.34

** -0.63

* 0.02

-0.09

0.19

保護者調査」2005年11

0.1

で借りたくない」

P 中都市

* -0.46

-0.68

*** -0.44

-0.21

-0.06

0.13

1月

P 小都市

** -0.38

*** -0.67

** -0.40

-0.48

-0.03

0.08

P 群部

** -0.24

*** -0.50

** -0.33

** 0.03

-0.02

-0.10

P

*

 

 

 これらの結果は，ローン回避傾向が低所得層で現れていることを示していると考えられる。

日本以外の各国では，学部段階で給付奨学金があるけれども，日本には給付奨学金がなく，ロ

ーンのみである点が際だっている。その点からも低所得層でローン回避の傾向があるとすれば，

今後の奨学金のあり方を検討する必要を示している。 

4. 奨学金のあり方 

 ローン回避が高等教育機会に関して，大きな問題となるのは，ローンを回避するため，進学

を断念したり，進路を変更したりするため，高等教育機会に大きな影響を与えるためである。

たとえば，イギリスではこの点が具体的な調査によって検証されている（Callender 2003）。

しかし，今回の分析した限りでは，学術創成科研の調査データで，ローン回避と，親や高校生

の進路希望や決定進路とは関連が見いだせなかった。つまり，ローン回避傾向が進学希望や進

学決定に対して，影響を与えていないことになる。 

 今回の分析結果だけで，わが国では，ローン回避が進路選択に関連がないと断定するのは危

険であり，地域別などより詳細に分析する必要があるが，注目すべき結果だと言える。ローン

回避と進路選択に関連がないとすれば，その理由としては次の２つが考えられる。一つは，わ

が国では，親や高校生の進学アスピレーションがきわめて強いために，教育費負担に関して「無

理して進学」を選択するため，教育費負担やローン回避傾向と進路希望に関連が見られない可

能性がある。もう一つは，とりわけ高校生の場合には，教育費負担より，大学合格が先決問題

であり，教育費負担やローンの返済まで考慮していない可能性がある。 

 いずれにせよ，こうした理由のため，現在までのところ，わが国ではローン回避問題は高等

教育機会に影響を与えることが少なく，そのため深刻な問題ではなかったかもしれないと考え

ることもできよう。しかし，これ以上ローンが拡大したり，利子率が上昇すれば，ローン回避
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は，高等教育機会に与える影響が大きくなる可能性があり，今後の奨学金のあり方について，

早急に検討する必要があろう。 
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第 11 章 日本学生支援機構の奨学金に関わる大学教育投資の 

経済的効果とコストーベネフィット分析 

－大学生を対象とした貸与事業に注目した試験的推計－ 

 
島一則（国立大学財務・経営センター） 

 
１. はじめに 
1-1 研究の背景と目的 

 本論文の目的は，日本学生支援機構（以下「学生支援機構」）の奨学金貸与事業に関わる教育

投資の経済的効果とその収益率を，大学生を対象とした奨学金貸与事業に限って試験的に推計す

ることにある。このような推計作業が求められる社会的背景として，大学進学率の上昇がある。

平成 17 年時点において，大学進学率は 44.2％（短大を含むと 51.5％）に達し，トロウの言うと

ころのユニバーサル段階を迎えつつある大学教育に関わる学生支援機構の事業費総額は4900億

円に達している。このような大規模な社会的な費用負担について，「教育機会の均等化」といっ

た「平等性」の理念から必要なもの・当然なされるべき社会的な費用負担と考えることも出来る。

しかしながら，「効率性」といった観点からも，現在なされている社会的な費用負担が，どのよ

うな経済的効果を生んでいるのか，どのような投資効率性を有しているのかといった点について，

客観的なデータに基づいて捉えなおす作業も社会的に重要であると考える。そこで，以下では，

学生支援機構の奨学金貸与事業に関わる大学教育投資の経済的効果とその収益率の推計を行う

こととする。しかしながら，上記の作業の実施に当たっては，各種のデータ制約が存在する。そ

こでこの点については，以下に説明するような形で，複数の仮定を置くことにより対応した。し

たがって，その推計結果の利用にあたっては，おかれた一連の仮定について，十分留意されるこ

とを求めるものである。しかしながら，これらの仮定は極端に現実から乖離したものではなく，

推計結果には一定の社会的意義があるものと考える。 

 
1-2 研究の枠組みとデータ 

 教育経済学における教育と経済の関係を分析するための理論のひとつとして，人的資本理論が

あげられる。当該理論は，これに関連し複数のノーベル経済学賞受賞者を出しており（セオドー

ル・シュルツやゲーリー・ベッカー等），教育経済学の分野において中心的な役割を果たしてい

る理論である。 

 当該理論のごく基本的な考え方は，「個人が教育を受けると生産能力が高まるために，高賃金

が得られるようになる」（荒井,2002,『教育の経済学・入門』）というものである。ここでは，当

該理論に依拠し，学生支援機構の奨学金貸与事業により高等教育進学機会を確保されたもの（学

生支援機構の奨学金を受給することによって初めて進学が可能となったもの）は，当該高等教育

を受けることにより，より高い賃金を得ることが可能となり，その結果として学歴間生涯賃金格

差分だけの経済的効果（個人に帰属するもの・公的部門に帰属するものを含む）を生み出すと考
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えることとする。 

 学生支援機構の経済的効果といっても，本稿が対象としているのは，学生支援機構のすべての

業務ではなく，（１）奨学金貸与事業に限ったものである。また，その中でも（２）大学生への

奨学金貸与事業（平成 17 年度新規採用分）に限定したものであるi。さらに，（３）奨学金貸与

事業の目的を A.進学機会の均等化（高等教育へのアクセスの問題）と B.修学条件の均等化（高

等教育におけるプロセスの問題）の 2 つに区分して考えるとすれば，本稿は前者，すなわち学

生支援機構の奨学金貸与事業により，進学機会が確保された学生に関わる経済的効果に限定した

ものである。 

 それでは，以下に具体的な経済的効果の推計手段について整理する。はじめに，大学への進学

機会が確保されることにより 1 人あたりどの程度の経済的効果が生み出されるのかを推計する。

より具体的に言えば，学歴・性別生涯賃金格差の推計である（2 節 1 項）。こちらは，以下の３

つのステップに分解される（（ア）学歴・性別賃金関数の推計，（イ）学歴・性別生涯賃金の推計，

（ウ）学歴・性別生涯賃金格差の推計）。 

 次に，学生支援機構の奨学金貸与事業により大学進学機会を確保することが出来た学生数の推

計である（2 節 2 項）。こちらについては，以下の３つの仮定に基づいて推計を行う（（ア）平成

17 年度において奨学生として採用されたものすべてが，当該奨学金によって進学機会が確保さ

れたものとする仮定Ⅰ。（イ）上記の奨学生のうち，家庭給付のみでは修学が不自由であると感

じているもの・困難と感じているもの・家庭給付をうけていないものが，当該奨学金によって進

学機会が確保されたものとする仮定Ⅱ。（ウ）上記のうち，家庭給付のみでは修学が困難と感じ

ているもの・家庭給付をうけていないもののみに限定したものが，当該奨学金によって進学機会

が確保されたものとする仮定Ⅲ）。 

 以上によって求められた大学進学の経済的効果に，学生支援機構の奨学金貸与事業により大学

進学機会を確保することが出来たと想定される学生数（仮定Ⅰ～Ⅲ）を掛け合わせることによっ

て，学生支援機構の経済的効果を推計することとする（2 節 3 項）。 

 上記の作業によって，学生支援機構が有する経済的効果について明らかになるわけだが，これ

らの経済的効果を生み出すにあたっては，先にも述べたように当然費用負担がなされている。経

済的効果（ベネフィット）は当然のことながら，その費用（コスト）との比較のもとで評価され

なければならない。そこで，3 節 1 項において，そのコストの推計を行う。そして 3 節 2 項にお

いて，そのコストとベネフィットの比較を収益率に注目して行うこととする。4 節においては，

上記から得られた知見を整理し，政策的含意を明らかにする。 

 
２. 奨学金がもたらす経済的効果の推計 
2-1 大学進学の経済的効果 

2-1-1 税引き前学歴・性別生涯賃金 

 まず，はじめに大学進学の経済的効果を推計するために，税引き前の学歴・性別生涯賃金関数

を算出する。学歴・性別の賃金関数を推計するにあたって，厚生労働省統計情報部による『賃金
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構造基本統計調査報告書』（平成 17 年度）を利用する。より具体的には，当該資料の第１表｢年

齢階級別きまって支給する現金給与額，所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額｣（産業計・

民公営計）における年齢階級別の｢きまって支給する現金給与額｣のデータを 12 倍し，これに｢年

間賞与その他特別給与額｣のデータを加えることにより，学歴・性別の各年齢階級における年間

賃金を算出した。この年間賃金を Y 軸にとり，年齢階級内における平均年齢を X 軸にとったプ

ロット図が図 11-1～11-4 である。当該図にみられる年齢と年間賃金の線形関係を最小二乗法に

よって，3 次関数として推計したものが，以下の各学歴・性別の賃金関数（図中の 3 次関数）で

ある。 
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図 11-1 男子大卒賃金関数 

y = -0.2157x3 + 20.044x2 - 351.05x + 3165.5

R2 = 0.9936
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図 11-2 男子高卒賃金関数 

y = -0.1929x3 + 18.752x2 - 444.96x + 5593.1

R2 = 0.9651
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図 11-3 女子大卒賃金関数 

y = 0.1663x3 - 23.387x2 + 1141.9x - 13290

R2 = 0.981
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図 11-4 女子高卒賃金関数 

y = -0.002x3 - 1.4286x2 + 140.21x - 1.006

R2 = 0.9287
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 以上の税引き前の賃金関数から男子大卒，高卒，女子大卒，高卒者の生涯賃金（卒業後 65 歳

まで働くと仮定する）を算出すると，それぞれ次の額となるii。 

大卒・男子 295,669,000 円 

高卒・男子 219,622,000 円 

大卒・女子 244,695,000 円 

高卒・女子 137,009,000 円 
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2-1-2 税引き後学歴・性別生涯賃金 

 以上において，学歴・性別の賃金関数と生涯賃金を推計してきたわけであるが，こちらには税

額分が含まれている。そこで以下では，税額分を控除した賃金関数の推計を同時に行うこととす

る。このためには，賃金と税額との関係を表す税額関数が必要となってくるわけであるが，この

点については，総務省統計局の『家計調査年報』（家計収支編(二人以上の世帯)）（平成 17 年度）

を利用することとする。ここでは，当該資料の第 2-4 表「世帯主の定期収入階級・定期収入五分

位階級別１世帯当たり年平均 1 ヶ月間の収入と支出（勤労者世帯）」における「世帯主収入」と

「勤労所得税」（以下「所得税」とする）をそれぞれ 12 倍し，年間世帯主収入と年間所得税の

関係をプロットしたものが図 11-5 であるiii。これらの線形関係を最小二乗法によって，2 次関数

として推計したものが，以下の所得税額関数（以下「税額関数」とする）である。 

図 11-5 勤労所得税額関数 
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次に，以上の税額関数から算出した支払税額を除いた税引き後の学歴・性別生涯賃金関数を算

出する。より具体的には，以上の税額関数を利用して，所得税額を推計した額を賃金から控除し

た後，税引き後の賃金に対してあらたに賃金関数の推計を行う。これにより，税引き後の賃金関

数を推計する。具体的な税引き後の賃金関数は，下に示す図 11-6～図 11-9 とおりである。 
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図 11-6 男子大卒賃金関数 
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図 11-7 男子高卒賃金関数 

y = -0.1685x3 + 16.193x2 - 371.49x + 4801.9

R2 = 0.9654
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図 11-8 女子大卒賃金関数 
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図 11-9 女子高卒賃金関数 
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R2 = 0.9288
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 以上の税引き後の賃金関数から男子大卒，高卒，女子大卒，高卒者の生涯賃金（卒業後 65 歳

まで働くと仮定する）を算出すると，それぞれ次の額となる。 

大卒・男子 283,977,000 円 

高卒・男子 214,110,000 円 

大卒・女子 237,115,000 円 

高卒・女子 134,636,000 円 
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 これらの結果に基づき，税引き前の賃金関数について，大学進学の経済的効果（学歴別の生涯

賃金格差）を男子，女子それぞれについて算出すると，男子 76,047,000 円，女子 107,686,000

円となる。一方で，税引き後の賃金関数について，大学進学の経済的効果を算出すると，男子

69,867,000 円，女子 102,479,000 円となる。前者は社会全体に帰属する経済的効果であり，後

者は個人に帰属する経済的効果となる。この両者の差額は税収となり公的部門に帰属する経済的

効果となるiv。 

 
2-2 奨学金により大学進学が可能となった学生数 

 2 節 1 項において，学生一人当たりの大学進学の経済的効果について明らかにしてきた。本節

では以下の３つの仮定に基づいて，学生支援機構の奨学金貸与事業により進学機会を確保された

ものの数を推計することとする。まず３つの仮定について整理する。 

仮定Ⅰ：平成 17 年度において奨学生として新規に採用されたものすべてが，当該奨学金によっ

て進学機会が確保されたものとする。 

仮定Ⅱ：仮定Ⅰの奨学生のうち，家庭給付のみでは修学が不自由であると感じているもの・困難

と感じているもの・家庭給付をうけていないものが，当該奨学金によって進学機会が確

保されたものとする。 

仮定Ⅲ：仮定Ⅰの奨学生のうち，家庭給付のみでは修学が困難と感じているもの・家庭給付をう

けていないものが，当該奨学金によって進学機会が確保されたものとする。 

2-2-1 仮定Ⅰに基づく学生数 

 平成 17 年度の仮定Ⅰの学生数については，学生支援機構の提供資料を利用した。仮定Ⅰに基

づく，学生支援機構の奨学金貸与事業により進学機会を確保された学生数は，表 11-1 に示した

とおりとなっているv。 

表 11-1 仮定Ⅰに基づく進学機会確保者数（設置形態・男女別奨学生採用数） 

男子 女子 男子 女子 男子 女子

第一種奨学生採用数 10,849 6,943 1,849 2,624 23,049 20,307

第二種奨学生採用数 17,892 9,673 3,598 3,792 65,557 43,260

大学（学部） 国立 公立 私立

 
 これらの学生すべてが学生支援機構の奨学金によってはじめて進学可能となったものと仮定

すると，男子 122,794 人，女子 86,599 人が奨学金によって進学可能となったことになる。 

2-2-2 仮定Ⅱに基づく学生数 

 次に，仮定Ⅱの学生数を算出するに当たっては，学生支援機構の「学生生活調査報告」（平成

16 年度）の提供データを利用した。当該データにおいて「家庭給付の状況別修学状況」に関す

る質問項目があり，具体的には「家庭からの給付と修学との関係（最近 1 年間の経験から）」に

関わる選択肢として「１．家庭からの給付のみで修学可能」「２．家庭からの給付のみでは修学
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不自由」「３．家庭からの給付のみでは修学継続困難」「４．家庭からの給付なし」がある。この

うちの学生支援機構の奨学金を受給しているもののうち「２．家庭からの給付のみでは修学不自

由」「３．家庭からの給付のみでは修学継続困難」「４．家庭からの給付なし」と回答しているも

のの比率を設置形態別・男女別に求めた比率viが表 11-2 の上段にまとめてある。当該数値と先の

表 11-1 で求めた数値を掛け合わせたものが，表 11-2 の下段にまとめてある数値となる。 

表 11-2 仮定Ⅱに基づく進学機会確保者数 

男子 女子 男子 女子 男子 女子

給付なし・困難・不自由 91% 92% 90% 90% 90% 92%

第一種奨学生 9,848 6,363 1,658 2,373 20,701 18,622

第二種奨学生 16,241 8,865 3,226 3,429 58,878 39,669

大学（学部） 国立 公立 私立

 
 これらの学生すべてが学生支援機構の奨学金によってはじめて進学可能となったものと仮定

すると，男子 110,552 人，女子 79,320 人が奨学金によって進学可能となったことになる（なお、

表中の数値の小数点以下の部分の関係で必ずしも上記の数値と一致しないケースがある。以下同

様）。 

2-2-3 仮定Ⅲに基づく学生数 

 次に，仮定Ⅲの学生数を算出するに当たっても同様に，学生支援機構の「学生生活調査報告」

（平成 16 年度）の提供データを利用した。仮定Ⅲでは，学生支援機構の奨学金を受給している

もののうち「３．家庭からの給付のみでは修学継続困難」「４．家庭からの給付なし」と回答し

ているものの比率を設置形態別・男女別に求めた比率が表 11-3 の上段にまとめてある。当該数

値と先の表 11-1で求めた数値を掛け合わせたものが，表11-3の下段にまとめてある数値となる。 

表 11-3 仮定Ⅲに基づく進学機会確保者数 

男子 女子 男子 女子 男子 女子

給付なし・困難 52% 55% 52% 53% 54% 55%

第一種奨学生 5,587 3,793 967 1,381 12,334 11,119

第二種奨学生 9,215 5,284 1,882 1,996 35,081 23,686

国立 公立 私立大学（学部）

 
 これらの学生すべてが学生支援機構の奨学金によってはじめて進学可能となったものと仮定

すると，男子 65,067 人，女子 47,258 人が奨学金によって進学可能となっていることになる。 

2-3 奨学金により大学進学可能となった学生が生み出す経済的効果 

 2 節 1 項と 2 節 2 項において，学生 1 人当たりの大学進学によって生み出される経済的効果

と奨学金によって進学可能となった学生数の推計を行った。以下では，仮定Ⅰ～Ⅲそれぞれにつ

いて，学生支援機構の奨学金によって進学可能となった学生によって生み出される経済的効果に

ついて推計を行う。 
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2-3-1 仮定Ⅰに基づく経済的効果 

仮定Ⅰに基づくと，学生支援機構の奨学金によって進学可能となった学生数は，設置主体別・

性別にそれぞれ表 11-1 のとおりとなる。これらの数値に男女別の大学進学の経済的効果（2 節 1

項）を掛け合わせた結果が表 11-4・11-5 となる。 

表 11-4 仮定Ⅰに基づく社会全体に帰属する経済的効果 

男子 女子 総計

9,338,115,318 9,325,499,914 18,663,615,232  
（単位：千円） 

表 11-5 仮定Ⅰに基づく個人に帰属する経済的効果 

男子 女子 総計

8,579,248,398 8,874,578,921 17,453,827,319  
（単位：千円） 

以上から，仮定Ⅰに基づいた場合，学生支援機構の奨学金によって進学可能となった大学生に

よって生み出される経済的効果は，18.7 兆円（税引き前）となる。以上は社会全体に帰属する

額であり，このうち個人に帰属する部分は 17.5 兆円（税引き後），公的部門に帰属する部分は

1.2 兆円（税引き前と税引き後の差）となる。 

2-3-2 仮定Ⅱに基づく経済的効果 
仮定Ⅱに基づくと，学生支援機構の奨学金によって進学可能となった学生数は，設置主体別・

性別にそれぞれ表 11-2 のとおりとなる。これらの数値に男女別の大学進学の経済的効果（2 節 1

項）を掛け合わせた結果が表 11-6・11-7 となる。 

表 11-6 仮定Ⅱに基づく社会全体に帰属する経済的効果 

男子 女子 総計

8,407,136,093 8,541,680,744 16,948,816,836  
（単位：千円） 

表 11-7 仮定Ⅱに基づく個人に帰属する経済的効果 

男子 女子 総計

7,723,925,696 8,128,660,187 15,852,585,883  
（単位：千円） 

以上から，仮定Ⅱにもとづいた場合学生支援機構の奨学金によって進学可能となる大学生によ

って生み出される経済的効果は，16.9 兆円（税引き前）となる。以上は社会全体に帰属する額

であり，このうち個人に帰属する部分は 15.9 兆円（税引き後），公的部門に帰属する部分は 1.0

兆円となる（税引き前と税引き後の差）。 
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2-3-3 仮定Ⅲに基づく経済的効果 
仮定Ⅲに基づくと，学生支援機構の奨学金によって進学可能となった学生数は，設置主体別・

性別にそれぞれ表 11-3 のとおりとなる。これらの数値に男女別の大学進学の経済的効果（2 節 1

項）を掛け合わせた結果が表 11-8・11-9 となる。 

表 11-8 仮定Ⅲに基づく社会全体に帰属する経済的効果 

男子 女子 総計

4,948,117,685 5,089,031,858 10,037,149,542  
（単位：千円） 

表 11-9 仮定Ⅲに基づく個人に帰属する経済的効果 

男子 女子 総計

4,546,006,263 4,842,959,119 9,388,965,382  
（単位：千円） 

以上から，仮定Ⅲに基づいた場合，学生支援機構の奨学金によって進学可能となる大学生によ

って生み出される経済的効果は，10 兆円（税引き前）となる。以上は社会全体に帰属する額で

あり，このうち個人に帰属する部分は 9.4 兆円（税引き後），公的部門に帰属する部分は 6000

億円となる（税引き前と税引き後の差）。 

 以上からは仮定Ⅰ～Ⅲのいずれの仮定を取ったとしても，学生支援機構の経済効果は非常に大

きなものであることが確認されるvii。 

 
３. 奨学金に関わる教育投資収益率の推計 
 以上においては，学生支援機構の奨学金貸与事業により進学可能となったものが生み出す経済

的効果（ベネフィット）について明らかにした。しかしながら，これらに対応する費用（コスト）

についてはここまでふれてきていない。その第一の理由は，何よりもデータの制約の問題である。

学生支援機構の奨学金貸与事業に関わるコストといった詳細な公表データ（将来的なコストの発

生タイミングを含んだもの）はこれまでにほとんど明らかにされてきていなかった。しかしなが

ら，今回学生支援機構の協力を得て，これらのデータの一部を入手することが可能となった（そ

れでもコスト―ベネフィットの正確な推計を行う上での完全なデータセットと評価するには不

十分なものである）。そこで，試験的
・ ・ ・

にコスト―ベネフィット分析を，収益率概念を用いて実施

することとした。なお，以下のコスト―ベネフィット分析は，すべて上記の仮定Ⅲに基づくもの

として行う。 

3-1 奨学金に関わる教育投資のコスト 

 学生支援機構の奨学金を受けて大学進学が可能となる学生に関わるベネフィット（経済的効

果）については，すでに前節までで明らかにしてきた。そこで，以下ではコストについてまとめ

る。 
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3-1-1 個人に関わる教育投資のコスト 

学生支援機構の奨学金を受けて，大学進学が可能となる学生が負担するコストは，以下の２種

類となる。 

①直接コスト：大学進学に関わる直接費用 

②間接コスト：大学進学することにより放棄される賃金 

 まず，前者についてであるが，国公立大学については，文部科学省の『学校基本調査』（平成

17 年度）における「学校経費調査」における「授業料」と「入学金・検定料」の合計額をそれ

ぞれの学生数で割った値に（表 11-10），学生支援機構の奨学金よって進学可能となった学生数

（表 11-3）を掛け合わせた額がこれに該当する（表 11-11）。私立大学についても同様に計算し

た（私立大学の場合は『今日の私学財政』（平成 17 年度）を使用した）。 

表 11-10 1 人当たり私的支出 

年齢 国立 公立 私立

19 508 566 1,183

20 508 566 1,183

21 508 566 1,183

22 508 566 1,183

１人あたり私的支出

 
（単位：千円） 
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表 11-11 私的支出全体 

①国立 ②公立 ③私立

12,138,836 3,524,517 97,263,089

12,138,836 3,524,517 97,263,089

12,138,836 3,524,517 97,263,089

12,138,836 3,524,517 97,263,089

私的支出全体

 
（単位：千円） 

 次に，後者についてであるが，こちらについては高卒者の 19 歳から 22 歳までの性別年間賃

金（表 11-12）に 2 節で算出した学生支援機構の奨学金よって進学可能となったと考えられる学

生数（表 11-3）を掛け合わせた額が，その放棄賃金の額となる（表 11-13）。 

表 11-12 性別・一人当たり間接費用 

年齢 私的 公的 社会的 私的 公的 社会的

19 2,541 44 2,585 2,094 40 2,134

20 2,606 45 2,652 2,175 41 2,216

21 2,686 47 2,732 2,254 41 2,295

22 2,778 48 2,826 2,329 42 2,371

男子１人あたり間接費用 女子１人あたり間接費用

 
（単位：千円） 

（＊）なお、表 11-12 において，私的：個人に帰属する 1 人当たり放棄賃金，公的：公的部門に帰属する 1 人当たり放

棄賃金，社会的：社会全体に帰属する 1 人当たり放棄賃金を指している。 
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表 11-13 間接費用・男女計（全体） 

⑦私的 ⑧公的 ⑨社会的

264,267,308 4,788,061 269,055,369

272,380,867 4,874,563 277,255,430

281,259,318 4,984,220 286,243,538

290,825,020 5,118,814 295,943,834

間接費用・男女計（全体）

 
（単位：千円） 

 
3-1-2 公的部門にかかわる教育投資コスト 

学生支援機構の奨学金を受けて大学進学が可能となる学生に関して，公的に負担されるコスト

は以下の２種類となる。 

①政府・地方政府により大学教育に関して費用負担がなされている部分 

②学生支援機構が奨学金授業に関して費用負担している部分 

 まず，前者についてであるが，国公立大学については，文部科学省の『学校基本調査』（平成

17 年度）における「学校経費調査」における支出総額から授業料と入学金・検定料の合計額を

引いた値を，学生数で割った（表 11-14）。さらにその値に学生支援機構の奨学金よって進学可

能となったと考えられる学生数（表 11-3）を掛け合わせた額が表 11-15 である。私立大学につ

いても同様に計算した（私立大学の場合は『今日の私学財政』（平成 17 年度）を使用した）viii。 

 257



表 11-14 一人当たり公的部門支出 

年齢 国立 公立 私立

19 1,667 1,609 165

20 1,667 1,609 165

21 1,667 1,609 165

22 1,667 1,609 165
 

（単位：千円） 

表 11-15 公的部門支出全体 

④国立 ⑤公立 ⑥私立

39,795,851 10,015,564 13,554,265

39,795,851 10,015,564 13,554,265

39,795,851 10,015,564 13,554,265

39,795,851 10,015,564 13,554,265

政府支出全体

 
（単位：千円） 

 
 後者についてであるが，第一種奨学金と第二種奨学金にわけて説明する。まず，第二種奨学金

についてであるが，学生支援機構によってなされた第二種奨学金に関わる政策コスト分析（平成

１８年度）において算出された，「返還免除補填金」「回収不能債権補填金」「債券発行諸費」「管

理費」「政府補給金」に注目する。これらのうち 70.7％（第二種貸与金額に占める大学分の割合）

が大学分であると仮定したうえで，さらにそれの一学年分を算出するために４で割った。そのう

えで，第二種奨学金受給者数（大学分）（表 11-1）でこれを割ったのち，第二種奨学金によって

進学可能となった学生数（大学分）（表 11-3）をかけることによって推計を行った。 
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次に，第一種奨学金についてであるが，こちらについては政策コスト分析が行われていない。

そこで，まず第二種奨学金に関するコストから，第二種奨学金の「債券発行諸費」を除く。その

うえで，第二種奨学金（新規採用分）（101,930,645 千円）に対する第一種奨学金（35,154,981

千円）の比率を乗じて，第一種奨学金のコスト（短大分含む）を推計した。このうち，54.6％（第

一種貸与金額に占める大学分の割合）が大学分であると仮定したうえで、一学年分を算出するた

めに４で割った。ついで，第一種奨学金受給者数（表 11-1）で割ったのち，第一種奨学金によ

って進学可能となった学生数（表 11-3）をかけることによって推計を行った。 

 以上の第二種奨学金と第一種奨学金によって，進学可能となる学生に関わるコストの合計額を

まとめたものが表 11-16 である。 

表 11-16 学生支援機構が負担する費用 

第一種+第二種分

112,325 ←進学機会確保者数

209,393 ←奨学生数 返還免除補填金 回収不能債権補填金 債券発行諸費 管理費

18 1,888,182 520,035 21,625 141,286 35,865 321,259 1,368,052

19 2,597,226 574,283 31,838 206,764 36,529 299,152 2,022,944

20 3,062,941 611,453 37,604 273,082 23,720 277,046 2,451,489

21 3,096,509 588,940 44,452 273,082 18,027 253,379 2,507,474

22 3,083,155 563,666 51,180 273,082 17,743 221,661 2,519,489

23 3,253,075 557,339 57,428 273,082 25,713 201,117 2,695,736

24 3,263,867 533,770 62,714 273,082 18,122 179,852 2,730,097

25 2,999,330 505,817 67,399 273,082 5,788 159,548 2,493,418

26 2,862,475 488,598 71,965 273,082 3,226 140,325 2,373,877

27 2,496,852 472,132 75,088 273,082 1,898 122,064 2,024,626

28 2,183,448 460,017 77,732 273,082 4,080 105,124 1,723,431

29 1,690,936 443,867 79,173 273,082 2,467 89,145 1,247,069

30 1,785,784 427,223 79,534 273,082 0 74,608 1,358,561

31 1,402,438 413,888 79,173 273,082 0 61,633 988,645

32 1,191,804 398,630 75,569 273,082 0 49,979 793,175

33 1,050,037 383,852 71,124 273,082 0 39,647 666,185

34 899,645 370,156 66,198 273,082 0 30,876 529,584

35 742,955 356,580 60,191 273,082 0 23,307 386,375

36 591,817 340,481 50,339 273,082 0 17,060 251,336

37 447,527 322,340 37,364 273,082 0 11,894 125,188

38 321,499 309,485 28,474 273,082 0 7,929 12,014

39 300,860 300,955 23,067 273,082 0 4,806 0

40 24,174 24,269 21,505 0 0 2,763 0

41 20,424 20,424 18,742 0 0 1,682 0

42 15,353 15,258 14,177 0 0 1,081 0

43 9,491 9,491 9,491 0 0 0 0

補助金等収入

国庫補助金等
政府補給金

 

（単位：千円） 

 次に，学生支援機構の奨学金によって，進学可能となった学生に対して貸与している金額に注

目する。こちらも同様に政策コスト分析において算出されたデータを用いる。このうち，「貸付

金」（第二種奨学金分）に注目する。貸付金については，学生支援機構より学部分を抽出した値
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についての提供があったので，これを単純に４で割ることにより一学年分のコストを算出した。

その後，先と同様に，第二種奨学金受給者数（大学分）（表 11-1）でこれを割ったのちに，第二

種奨学金により進学可能となった学生数（大学分）（表 11-3）をかけることによって推計を行っ

た。第一種奨学金については先と同様に計算した。 

 以上の第二種奨学金と第一種奨学金によって，進学可能となる学生に関わる貸付金の合計額を

まとめたものが表 11-17 である。 

表 11-17 学生支援機構が貸与する貸付金 

第一種+第二種分 貸付金　　

18 65,636,492

19 50,260,158

20 34,406,583

21 17,864,698

22 1,161,606

23 722,270

24 0

25 0

26 0

27 0

28 0

29 0

30 0

31 0

32 0

33 0

34 0

35 0

36 0

37 0

38 0

39 0

40 0

41 0

42 0

43 0  

（単位：千円） 
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 次に，奨学金によって進学可能となった学生からの貸付回収金の額に注目する。こちらも同様

に政策コスト分析のデータを用いる。このうち，「貸付回収金」（第二種分）に注目して，先と同

様に 70.7％が大学分であると仮定して，それの一学年分を算出するために４で割った。そのう

えで，第二種奨学金受給者数（大学分）（表 11-1）でこれを割ったのち，第二種奨学金によって

進学可能となった学生数（大学分）（表 11-3）をかけることによって推計を行った。第一種奨学

金についてであるが，こちらも先と同様に推計を行った。 

 以上の第二種奨学金と第一種奨学金によって，進学可能となる学生に関わる貸付回収金の合計

額をまとめたものが表 11-18 である。 

表 11-18 学生支援機構が回収する貸付金 

第一種+第二種分

112,325 ←進学機会確保者数

209,393 ←奨学生数 繰上償還分 約定分 延滞解消分

18 13,402,513 3,599,081 9,519,416 284,015

19 15,782,789 4,331,944 11,107,688 343,244

20 18,978,255 5,192,398 13,381,006 404,877

21 22,516,704 6,000,470 16,030,008 486,213

22 25,976,120 6,442,471 18,952,812 580,884

23 27,655,489 5,976,922 20,992,215 686,369

24 27,801,853 5,530,356 21,500,053 771,429

25 27,244,077 4,883,034 21,533,693 827,295

26 25,882,888 4,269,591 20,748,327 864,899

27 24,397,554 3,692,551 19,828,644 876,433

28 22,770,576 3,155,158 18,740,401 875,111

29 21,247,193 2,654,408 17,730,972 861,775

30 19,347,073 2,199,792 16,305,012 842,192

31 17,284,570 1,794,795 14,683,341 806,390

32 15,358,114 1,435,812 13,164,872 757,493

33 13,431,574 1,122,603 11,606,035 702,828

34 11,523,815 854,807 10,026,774 642,277

35 9,783,400 628,220 8,577,507 577,641

36 8,065,712 442,121 7,109,977 513,485

37 6,507,190 292,785 5,766,074 448,248

38 5,094,107 176,728 4,532,340 385,054

39 3,887,813 88,785 3,474,374 324,622

40 2,477,834 34,240 2,174,803 268,757

41 1,176,136 10,212 955,966 209,887

42 420,960 3,484 265,633 151,859

43 243,141 0 136,241 106,926

第一種＋第二種奨学金

貸付回収金

 
（単位：千円） 

3-1-3 社会全体に関わる教育投資コスト 

 社会全体に関わるコストについては，3.1.1 と 3.1.2 の値を合計した値が社会全体において負

担されている額ということになる。 
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3-2 奨学金に関わる教育投資収益率 

 以上において，学生支援機構の奨学金を受けることにより大学進学が可能となった学生が生み

出す経済的効果（ベネフィット）とそれに関わるコストが明らかになった。これらのコストとベ

ネフィットをそれぞれ発生時点に基づき整理したうえで，両者の現在価値が等しくなる割引率が，

収益率となる。以下では，平成 17 年度における新規採用者数に基づく，学生支援機構の奨学金

によって進学可能となった学生数にその後も変化が生じないものと仮定して，ベネフィットを生

涯賃金関数に基づいて推計した。以下 3 種類の収益率について見ていくこととする。なお，便

益と費用の比較にあたって，便益と放棄所得と直接コスト（学生支援機構分除く）については，

平成 17 年以降同一の構造であると仮定し，平成 18 年に進学した学生を対象として推計を行う

形をとり，学生支援機構に関する直接コストについては，平成 18 年以降の政策コスト分析に基

づく部分をそのまま利用している。 
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表 11-19 個人に関わる教育投資のコストとベネフィット 

年齢 便益 直接1 間接 貸付金 回収金 便益－費用

19 112,926,442 263,862,960 65,636,492 -311,152,910

20 112,926,442 272,207,971 50,260,158 -334,874,254

21 112,926,442 281,260,168 34,406,583 -359,780,027

22 112,926,442 290,948,886 17,864,698 -386,010,630

23 17,330,104 1,161,606 13,402,513 5,089,197

24 36,263,358 722,270 15,782,789 21,202,839

25 54,125,451 0 18,978,255 35,147,196

26 70,966,676 0 22,516,704 48,449,971

27 86,836,134 0 25,976,120 60,860,014

28 101,781,899 0 27,655,489 74,126,409

29 115,851,163 0 27,801,853 88,049,310

30 129,090,380 0 27,244,077 101,846,304

31 141,545,395 0 25,882,888 115,662,507

32 153,261,557 0 24,397,554 128,864,003

33 164,283,829 0 22,770,576 141,513,253

34 174,656,882 0 21,247,193 153,409,689

35 184,425,179 0 19,347,073 165,078,105

36 193,633,047 0 17,284,570 176,348,478

37 202,324,741 0 15,358,114 186,966,627

38 210,544,492 0 13,431,574 197,112,918

39 218,336,546 0 11,523,815 206,812,731

40 225,745,196 0 9,783,400 215,961,796

41 232,814,794 0 8,065,712 224,749,083

42 239,589,761 0 6,507,190 233,082,571

43 246,114,580 0 5,094,107 241,020,473

44 252,433,779 0 3,887,813 248,545,967

45 258,591,906 2,477,834 256,114,072

46 264,633,486 1,176,136 263,457,350

47 270,602,976 420,960 270,182,016

48 276,544,702 243,141 276,301,561

49 282,502,785 282,502,785

50 288,521,061 288,521,061

51 294,642,984 294,642,984

52 300,911,523 300,911,523

53 307,369,043 307,369,043

54 314,057,178 314,057,178

55 321,016,692 321,016,692

56 328,287,330 328,287,330

57 335,907,654 335,907,654

58 343,914,873 343,914,873

59 352,344,659 352,344,659

60 361,230,952 361,230,952

61 370,605,754 370,605,754

62 380,498,912 380,498,912

63 390,937,889 390,937,889

64 401,947,528 401,947,528

65 413,549,796 413,549,796

私的収益率

 
 以上におけるコスト―ベネフィットを比較した場合，その収益率に注目すると 8.2%となる。 

同様に公的収益率を計算すると，3.9%となり，社会的収益率は 7.5%となる。しかしながら，こ

こで大いに注意が必要であるのは，上記の貸付金の部分には平成 18 年採用者に関わる部分のみ
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となっている一方で，回収分についてはそれ以外の学生部分が含まれているために，「貸付金」

＜「回収金」の関係になっている点である。ここは当該コスト―ベネフィット分析を行ううえで

最大の問題点であると言える。しかしながら，本稿が学生支援機構の奨学金貸与事業に関わる大

学教育投資の経済的効果とコストーベネフィット分析についての試験的推計として，主として

（特にコストーベネフィット分析について）方法論的側面に注目することから，ここではそのま

まの結果を利用する。そうすることの一つの意味は，コスト―ベネフィットは主として，「便益」

と「直接１」「間接」費用の大きさに依存することもその理由の 1 つである。 

 
４. まとめ 

4-1 知見 

 以上の分析結果からは次の点が明らかになった。学生支援機構の奨学金によって大学進学が可

能となった学生に関する経済的効果（仮定Ⅲ）は，私的 9.4 兆円，公的 6000 億円，社会的 10

兆円となっており，非常に社会的に大きな経済的効果をもっていることが明らかになった。また，

これらの数値は，学生支援機構の奨学金のうち，大学生のみを対象としたものであり，短大生や

高専生について含めればより大きな額になると考えられる。 

 次に，これらの経済的効果（ベネフィット）を生み出すにあたり使用された費用（コスト）と

の比較を収益率に注目して行った場合（限られたデータに基づく試験的なものであることを再度

断っておく），私的 8.2％，公的 3.9％，社会的 7.5％となっており，コスト―ベネフィットの比

較の観点を含んだうえでも，学生支援機構の奨学金貸与事業には大きな社会的意義があることが

推察される。 

4-2 政策的含意 

 以上から言えることは，学生支援機構の奨学金貸与事業が，機会の均等という平等性の理念か

らだけでなく，経済効率性の観点からも非常に重要な役割を果たしていることが明らかになった。

ただし，このことは奨学金貸与事業の「拡大」を肯定するものではないことには注意が必要であ

る。上記で見てきた教育投資の経済的効果・収益率は「平均的」なものであり，「限界的」なも

のではない。すなわち，上記の数値は現在教育投資を行っている人すべての平均的な経済的効

果・収益率であって，今後追加的に奨学金の貸与を受ける学生について期待されるものではない

ことには，十分な注意が必要である。 
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i まず，今回は試験的に大学生を取り上げた。短大・高専分については稿を改めて論じることと

する。また，大学院については，全国規模のサンプリングデータに基づく学歴別の賃金データを

明らかにしている厚生労働省統計情報部編の『賃金構造基本統計調査』において大学院のカテゴ

リーが無いため，推計が不可能である。 
ii ただし，以上の推計においては，現在の学歴別の賃金構造が将来わたっても不変であるとする

仮定が置かれていることには注意が必要である。また，より詳細にいえば，大学（もしくは高校）

卒業後すぐに就職することや無業の期間がないことも仮定されている。 
iii 所得データとの単位の対応のために，各値を 1000 で割っている。 
iv 学生一人当たりの進学の経済的効果を算出するにあたって，ここでは単純に大卒生涯賃金か

ら高卒生涯賃金を引いている。しかしながら，後で行うコスト―ベネフィット分析においては，

高卒者の生涯賃金のうち，19-22 歳の期間部分については，放棄所得としてコストにカウントさ

れるものである。しかしながら，ここでは単純化のために，上記の方法をとる。詳細については，

3 節のコスト―ベネフィット分析での対応とする。 
v 平成 17 年度の学生支援機構奨学金新規採用者には，第二学年以降の採用者も含まれている。

このことから，以下の分析ではコストもベネフィットも，すべての分析期間にわたって，平成

17 年度の第一学年採用者以上の学生数を分析に含めることになる。しかしながら，このことは，

平成 18，19，20 年度における，17 年度入学コーホートにおける採用者数を代替的に分析の対

象としていると考えることとする。ただ，この場合に，発生するコストについては，17，18，
19 年度においては，本来発生しない第二学年以降に採用されたものに関するコストを過剰推計

することになっていることには注意が必要である。 
vi 当該データは昼間部に限ったデータである。 
vii 今回は公的部門に帰属する部分として，所得税部分についてのみ取り上げたが，これについ

てはその他税についても拡張して推計することが可能である。この意味においては今回の公的部

門に帰属するとした金額はミニマムなものとしてとらえるのが適切である。 
viii 上記については，政府が負担した費用部分をすべて教育に対するものとする仮定が含まれて

いるが，現実明らかにこれと異なる。ただ，その一方で上記の中には受託研究費等の他の自己収

入による部分も含まれていることには注意が必要。ただし，政府が負担した費用の半分が教育に

対するものと考えれば，上記はコストの課題推計につながっていると考えられる。 



第１２章 学生生活費に対する奨学金の効果 

  

浦田広朗（麗澤大学） 

 

 日本学生支援機構（旧日本育英会）の奨学金は，わが国の奨学金の中でも最も規模が大きく，学

生の修学援助に大きな役割を果たしている。しかし，多数の学生に貸与されていることも手伝って，

「経済的に余裕のある者にも貸与されているのではないか」「学費ではなく，遊興費に使われている

のではないか」といった疑念がもたれてきた。さらに，有利子奨学金（第二種奨学金）の大拡大が

なされた 1999 年以降は，高額貸与を選択した場合の返還負担が大きくなり過ぎることも懸念され

ている。 

 実証分析においても，加藤（2005）が文部科学省「平成 14 年度学生生活調査」を用いて，奨学

金が豊かな学生の生活に過剰ともいえる経済的ゆとりをもたらすケースが多いことを示している。

また，伊藤・鈴木（2003）は，奨学金が教育投資的支出（勉学費・書籍購入費など）へは向けられ

ず，それ以外の消費的支出（食費・日常費や奢侈品費など）へ向けられる傾向があり，この傾向は

学年が上がるほど強まるという仮説を，全国大学生活協同組合連合会「学生生活実態調査」（1997

～1999 年）を用いて検証している。 

 本稿は，こういった疑念・懸念や実証分析をふまえて，奨学金の大拡大に前後する時期に行なわ

れた「平成 8 年度学生生活調査」「平成 16 年度学生生活調査」（実質的に同一の調査であるが，前者

は文部科学省，後者は日本学生支援機構が実施）を分析し，奨学金が学生生活費の収入と支出に与

える効果を検討するものである。なお，学生生活調査は，大学院，四年制大学，短期大学の全てが

調査対象となっているが，本稿の分析は四年制大学（昼間部）のみに限定している。サンプル抽出

率にもとづくウェイトバックは，本稿では行っていない。 

 

１. 修学困難度と奨学金受給 

 学生生活調査には，家庭からの給付で修学可能か否かを尋ねる項目が含まれている。この項目と

奨学金の有無との関係をみたものが表 12-1 である。奨学金全体と日本育英会・日本学生支援機構に

よる奨学金のそれぞれについて，1996 年と 2004 年が比較できる形で作成した。 

 表 12-1 より，この 8 年間で奨学金を受けている者の比率は全体として上昇しているが，「家庭か

らの給付のみで修学可能」以外のグループで大きく上昇していることが分かる。もともと奨学金を

受けている者の比率が低いグループで比率が高まらず，それ以外のグループで比率が高まっている

ため，表 12-1 の基礎となっているクロス表における 2 変数（「家庭からの給付と修学の関係」と「奨

学金受給の有無」）の関連度を示すコンティンジェンシー係数（Cramer's V）は，奨学金全体につ

いても日本学生支援機構（日本育英会）奨学金についても，2004 年の方が大きい。表 12-1 におい

て 2004 年の方が 2 変数の関係が強まっており，この 8 年間で，「奨学金が家庭からの給付のみでは

修学不自由・困難」グループや「家庭からの給付なし」グループに奨学金が行き渡るようになった
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ということができる。 

 

表 12-1 「家庭からの給付と修学の関係」と「奨学金の有無」 

1996年 奨学金を 育英会奨学金を

家庭からの給付と修学の関係 回答者数 受けている者 受けている者

家庭からの給付で修学可能 9,206 8% 6%

家庭からの給付のみでは修学不自由 3,809 41% 35%

家庭からの給付のみでは修学困難 1,449 72% 63%

家庭からの給付なし 633 53% 44%

合計 15,097 24% 20%

V=0.518 V=0.488

2004年 奨学金を 学生支援機構奨学金を

家庭からの給付と修学の関係 回答者数 受けている者 受けている者

家庭からの給付で修学可能 4,296 9% 7%

家庭からの給付のみでは修学不自由 2,060 63% 57%

家庭からの給付のみでは修学困難 1,692 88% 83%

家庭からの給付なし 387 83% 75%

合計 8,435 41% 38%

V=0.692 V=0.669  
 

図 12-1 「家庭からの給付と修学の関係」と家庭の年間所得総額（2004 年） 

387169220604296有効数 = 

家庭からの給付と修学の関係

給付なし修学困難修学不自由修学可能

家
庭
の
年
間
所
得
総
額(

万
円)

2000

1000

0

 
 なお，上記「家庭からの給付と修学との関係」に対する回答は，回答者の主観的な判断を含んで

いるので，この主観的判断が，比較的客観的なデータとしての家庭の年間所得総額と関連している

か否かを確認する必要がある。そのために作成したものが図 12-1 である。極値と外れ値を除く最大

値・最小値と 75 パーセンタイル値・中央値・25 パーセンタイル値を示している（本稿の箱ひげ図
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は以下同様）。この図に示されているように，回答者の主観的判断と家庭の年間所得総額は，かなり

の程度，関連している。 

 さらに，学生生活費に焦点をあてるために図 12-2 を作成した。この図の縦軸は，家計からの給付

によって，学納金，通学費，住居光熱費という学生生活を送るために必須の費用をどれだけ賄うこ

とができるかを示している。住居光熱費は自宅生については計上されないが，自宅外生にとっては

必須費用である。逆に，通学費は自宅生の方が多い。 

 中央値に着目すると，「家庭からの給付のみで修学可能」グループでは，家計からの給付から必須

費用を支払ってもなお年間で 34.3 万円が残る。「家庭からの給付のみでは修学困難」グループでは，

必須費用を支払うと殆ど残らない（中央値 5.3 万円）。「家庭からの給付のみでは修学不可能」グル

ープでは，家庭からの給付では必須の費用を賄うことができず，年間で 17.4 万円の赤字である。さ

らに，「家庭からの給付なし」グループでは，当然のことながら必須費用相当分の 72.8 万円がその

まま赤字額となる。このように，グループ間で明らかに差がみられる。 

 

図 12-2 「家庭からの給付と修学の関係」と学生生活費（１） 
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ところが，これに奨学金収入を加えると，グループ間の差が殆どみられなくなる（図 12-3）。「家

庭からの給付なし」グループのみ，他のグループから離れているが，それでも，このグループの 75

パーセンタイルの者は他のグループの中央値に近い位置にあり，図 12-2 よりも大幅に差が縮まって

いる。必須費用負担に関するグループ間の負担の格差を奨学金が解消する役割を果たしていること

が分かる。 
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図 12-3 「家庭からの給付と修学の関係」と学生生活費（２） 
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２. 修学費および娯楽嗜好費の規定要因 

このように奨学金は，必須費用に対する家庭からの給付の少なさをカバーする効果を発揮してい

るが，実際の学生生活費の中では，どのような支出に振り向けられているのだろうか。冒頭に示し

た「奨学金は遊興費に使われているのではないか」という疑念を検討してみたい。 

学生生活調査データを用いてこの疑念を検討する場合，単に修学費や娯楽嗜好費の平均値を学生

グループ間で比較しても不十分であることは伊藤・鈴木（2003）が指摘する通りである。学生個人

の属性要因をコントロールして比較する必要がある。そこで，修学費と娯楽嗜好費のそれぞれを従

属変数とする重回帰分析を試みた。 

表 12-2 は，修学費（正課教育を受けるための教科書・参考図書・実習材料・文具類・実習旅行費

等）について，性，居住，専攻，学年，収入構造，あるいは在籍大学の設置者別によってどのよう

に異なるかを分析した結果である。男性ダミー，自宅ダミー，文科系ダミー，国公立ダミーは，そ

れぞれ，男性，自宅居住者，文科系専攻者，国公立大学在籍者を 1，他を 0 としている。従属変数

と独立変数のうちの収入変数の単位は千円である。分析にあたっては，支出パタンが異なることが

考えられるため，有配偶者は除いた。 

 まず，モデル 1 による分析結果からは，男性よりも女性の方が，自宅外生よりも自宅生の方が修

学費支出が多いことが分かる。文科系ダミーの係数は負で有意であることから，理科系や医歯系な

どの文科系以外を専攻する者が，修学費を多く支出している。その理由として実習材料費等の存在

が考えられるが，少なくとも学生生活費からみると文科系以外を専攻する者の方が勉学に金をかけ

ていることになる。学年の係数は負で有意であり，学年が上がるにしたがって修学費が減る傾向に
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ついては伊藤・鈴木（2003）も指摘している。しかし，その理由としては，学年が上がるに従って

勉学に不熱心になることではなく，低学年において大学生活を通して使えるもの（辞書や参考図書

など）を購入し，学年が上がるにしたがって教科書等を他者から譲ってもらう確率が高まるためで

あることも考えられる。 

 

表 12-2 修学費の規定要因 

 モデル１ モデル２ モデル3(私立大学のみ)

係数 ｔ値 係数 ｔ値 係数 ｔ値

(定数) 5.147 1.119 9.283 2.002 * 6.060 0.937

男性ダミー -8.810 -4.707 ** -8.551 -4.578 ** -13.762 -4.896 **
自宅ダミー 17.218 8.047 ** 21.967 9.683 ** 23.021 6.933 **
文科系ダミー -5.427 -2.769 ** -7.721 -3.879 ** -2.498 -0.816

学年(１～６年次) -1.845 -2.263 * -1.956 -2.404 * -1.658 -1.314

家庭からの給付 0.023 18.160 ** 0.030 17.385 ** 0.029 11.487 **
奨学金収入 0.036 14.408 ** 0.041 15.689 ** 0.039 10.612 **
自己収入 0.008 4.183 ** 0.011 5.552 ** 0.011 3.848 **
国公立ダミー 13.878 6.384 ** 7.066 2.905 **
学納金 -0.017 -6.187 ** -0.013 -3.656 **
決定係数 0.051 0.056 0.055

N 8,283 8,283 4,219

(注)**1％有意、*5％有意。決定係数は自由度調整済み。以下、同様。  

国公立ダミーの係数は 13.9（年額 1.39 万円）で，修学費支出の面からは私大生よりも国公立大生

の方が勉学熱心であることを示している。しかしこれは，国公立大学の学納金が安く，それだけ修

学費に振り向ける余裕があることを示している可能性もある。 

そこで，学納金（授業料＋その他の学校納付金）変数を追加したのがモデル 2 である。モデル 2

では，学納金の係数は負で有意である。学納金については，親が直接支払うことが多いため学生自

身は無自覚であると考えられることが多いが，モデル 2 の分析結果は，学納金が高い場合は修学費

を切り詰める傾向があることを示している。この点を，学納金が大学・学部ごとに異なる私立大学

のみについて確認したものがモデル 3 である。 

モデル 1 からモデル 3 を通して，家庭からの給付，奨学金収入（日本学生支援機構奨学金＋その

他の奨学金），自己収入（アルバイト収入＋定職収入＋その他）といった収入変数の係数に注目して

おきたい。いずれも正で有意であり，それぞれの収入が増えると修学費が増えることを示している。

注目したいのは，その増え方（係数の大きさ）である。いずれのモデルでも奨学金収入の係数が大

きい。たとえばモデル 2 でいうと，同じ 1 万円の増加であっても，家庭からの収入の場合には修学

費を 300 円増加させるだけだが，奨学金収入の場合は，その 1.37 倍にあたる 410 円増加させる。

自己収入から修学費に向けられる額は少ない。このように，奨学金収入は，他の収入よりも多く修

学費に向けられる傾向にある。 

同様にして，娯楽嗜好費について分析した結果が表 12-3 である。ここでも，娯楽嗜好費に対して

学納金が負の有意な影響を及ぼしていることに加えて，収入変数の係数の大きさに注目しておきた
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い。いずれのモデルでも，それぞれの収入が増えると娯楽嗜好費が増えるが，係数が最も大きいの

は自己収入であり，家庭からの給付や奨学金収入よりもアルバイト等による自己収入を娯楽嗜好費

へ向けていることが分かる。逆に，収入変数の中で係数が最も小さいのは奨学金収入である。奨学

金収入が増えると確かに娯楽嗜好費も増えるが，その増え方は，自己収入や家庭からの給付が増え

た時よりは小さいのである。このことと表 12-2 の修学費についての分析結果から「奨学金が学費で

はなく，遊興費に使われている」との批判は正しいとはいえないということができる。 

 

表 12-3 娯楽嗜好費の規定要因 

 モデル１ モデル２ モデル3(私立大学のみ)

係数 ｔ値 係数 ｔ値 係数 ｔ値

(定数) -53.887 -6.884 ** -33.154 -4.277 ** -24.277 -2.277 **
男性ダミー 18.575 5.832 ** 19.875 6.367 ** 23.587 5.092 **
自宅ダミー 9.813 2.695 ** 33.616 8.866 ** 36.907 6.745 **
文科系ダミー 13.329 3.996 ** 1.833 0.551 -4.079 -0.809

学年(１～６年次) 11.135 8.028 ** 10.579 7.781 ** 11.808 5.678 **
家庭からの給付 0.056 26.623 ** 0.093 32.430 ** 0.089 21.576 **
奨学金収入 0.036 8.496 ** 0.064 14.543 ** 0.054 8.912 **
自己収入 0.098 29.026 ** 0.113 33.203 ** 0.108 23.485 **
国公立ダミー 33.057 8.936 ** -1.085 -0.267

学納金 -0.088 -18.555 ** -0.087 -14.460 **
決定係数 0.153 0.187 0.168

N 8,283 8,283 4,219  
 

３. 第二種奨学金の使われ方 

 奨学金は遊興費に使われているという批判は当たらないとしても，日本学生支援機構奨学金の大

拡大の中心となった第二種奨学金については，有利子であることに加えて，特に高額貸与（最高で

月額 10 万円。私立大学の医学・歯学，薬学・獣医学を履修する課程に在学する者は，それぞれさら

に 4 万円，2 万円の増額可能）を選択した場合は，返還が容易でなくなる点が危惧されている。返

還が容易ではないことを見越して，かえって低所得層が利用しにくくなっているという批判もなさ

れている。 

 この点に関する分析を進めるにあたって，日本学生支援機構の第二種奨学金を受けている者を特

定する必要がある。ところが学生生活調査では，日本学生支援機構奨学金の有無と貸与額（日本学

生支援機構の奨学金）は調べられているが，それが第二種であるか否かは調べられていない。そこ

で，日本学生支援機構奨学金受けていると回答した者のうち，１年間の貸与額が 36 万円，60 万円，

96 万円，120 万円，144 万円，168 万円（それぞれ貸与月額 3 万円，5 万円，8 万円，10 万円，12

万円，14 万円）である者を第二種奨学金を受けている者とみなして分析対象とした。なお，貸与月

額 12 万円，14 万円である者については該当課程の在学者であるか否かを確認し，該当課程でない

ケースは分析対象から除外した。さらに，2003 年度・2004 年度入学者のうちの国公立大学自宅生

については，第一種奨学金の貸与月額が 5 万円であり，貸与額からは第二種との区別がつかないの
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で，これらも分析対象から除外した。 

 第二種奨学金を貸与されている者の家庭所得が貸与額によってどのように異なるかを示したのが

図 12-4 である（図示にあたって，貸与月額 12 万円と 14 万円は省略，図 12-5 も同様）。この図よ

り，貸与額による家庭所得の差はほとんどみられないことが分かる。第二種奨学金の貸与額は，本

人の選択によるものであり，家庭所得との関連は小さい。 

 

図 12-4 第二種奨学金貸与額と家庭の年間所得総額 
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図 12-5 第二種奨学金貸与額と家庭からの給付 
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もちろん貸与額の違いは「家庭からの給付」の違いとなってあらわれる。貸与月額の違いによっ
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て「家庭からの給付」がどの程度異なるかは図 12-5 に示す通りである。月額 8 万円以上の高額貸与

を受けている者に対する家庭からの給付は中央値で年間 100 万円を割り込んでおり，月額 5 万円以

下の貸与を受けている者より明らかに少ない。高額貸与が，少なくとも在学中の家計負担の軽減に

貢献していることは間違いない。 

 他方，貸与額の違いが支出構成にどのような違いをもたらしているかをみるために，第二種奨学

金受給者を対象として，四年制大学昼間部学生を対象とした分析（表 12-2 および 12-3）で用いた

モデル 2 と 3 による重回帰分析を試みた。 

 

表 12-4 修学費の規定要因（第二種奨学金を受けている者） 

 モデル２ モデル3(私立大学のみ)

係数 ｔ値 係数 ｔ値

(定数) 21.409 1.858 22.651 1.530

男性ダミー -11.380 -3.115 ** -20.128 -3.951 **
自宅ダミー 24.378 5.394 ** 30.648 5.031 **
文科系ダミー -12.015 -3.059 * -7.411 -1.305

学年(１～６年次) -4.068 -2.360 * -4.281 -1.765

家庭からの給付 0.028 6.971 ** 0.031 6.050 **
奨学金収入 0.038 4.662 ** 0.031 2.781 **
自己収入 0.026 4.823 ** 0.023 3.180 **
国公立ダミー 6.134 1.209

学納金 -0.023 -3.502 ** -0.022 -2.811 **
決定係数 0.036 0.051

N 2,195 1,190  
 

 まず，修学費についての分析結果である表 12-4 をみると，モデル 2 では国公立ダミーを除いて，

いずれの変数も有意である。注目したいのは，奨学金をはじめとする収入変数の係数である。モデ

ル 2 では，奨学金収入の係数が他の収入変数の係数よりも大きく，同じ 1 万円の収入増でも，それ

が奨学金によるものである場合は，家庭からの給付による場合に比べて 100 円ほど，自己収入の場

合に比べて 120 円ほど多く修学費に支出されることを示している。ところが，私立大学生のみを分

析対象としたモデル 3 では，奨学金収入と家庭からの給付の間に変数の差はみられない。第二種奨

学金を受けている私立大学生に関しては，奨学金の方が多く修学費に振り向けられるという傾向は

認められず，家庭からの給付と同程度である。 

 表 12-5 は娯楽嗜好費についての分析結果である。娯楽嗜好費については，モデル 2 において，家

庭からの給付と奨学金収入の差はみられず，むしろ奨学金収入の係数がわずかに大きくなっている。

私立大学生のみを対象としたモデル 3 においても，家庭からの給付よりも奨学金収入の係数がやや

大きい。これらのことから，第二種奨学金については，奨学金全体とは異なり，家庭からの給付と

同程度ないしそれ以上に，娯楽嗜好費として支出されていることが推測される。 
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表 12-5 娯楽嗜好費の規定要因（第二種奨学金を受けている者） 

 モデル２ モデル3(私立大学のみ)

係数 ｔ値 係数 ｔ値

(定数) -4.388 -0.270 -15.659 -0.763

男性ダミー 9.790 1.899 10.695 1.514

自宅ダミー 10.808 1.695 20.964 2.482 *
文科系ダミー -7.467 -1.348 -15.780 -2.004 *
学年(１～６年次) 8.693 3.575 ** 14.966 4.451 **
家庭からの給付 0.068 12.159 ** 0.074 10.436 **
奨学金収入 0.069 6.065 ** 0.077 4.918 **
自己収入 0.127 16.529 ** 0.113 11.266 **
国公立ダミー -6.411 -0.896

学納金 -0.073 -7.958 ** -0.085 -7.725 **
決定係数 0.142 0.147

N 2,195 1,190  
 

４. まとめと今後の課題 

 本稿では，奨学金大拡大の開始時を挟む 8 年間で「家庭からの給付だけでは修学自由・困難」お

よび「家庭からの給付なし」という学生に奨学金が広く行き渡るようになり，家庭からの給付の格

差を縮小する役割を果たしていることをまず示した。さらに，奨学金を多く得ている者は，その増

分を修学費に向けており，娯楽嗜好費については，家庭からの給付や奨学金よりも，アルバイト等

の自己収入で賄っている傾向が認められた。 

 しかし，日本学生支援機構の第二種奨学金に注目すると，家庭からの給付と同程度以上に娯楽嗜

好費に振り向けられている可能性があり，私立大学生については，他の収入よりも奨学金を修学費

に多く振り向けるという傾向も認められなかった。 

 ただし本稿では，第二種奨学金奨学金を受けている者の抽出を正確に行うことができたわけでは

ない。これは，学生生活調査において，日本学生支援機構奨学金の金額は調査されているが，それ

が第一種であるか第二種であるかが調査されていないことによる限界である。第二種奨学金は，奨

学金大拡大の中心であるだけでなく，有利子であり，貸与額も選択できるという特徴をもつ。一般

の学部での最高額である貸与月額 10 万円を選択すると，大学 4 年間で 480 万円（私立大学医学部・

歯学部の場合は 672 万円，薬学部・獣医学部の場合は 576 万円）もの有利子負債を抱えるようにな

る。個人の経済生活に対してこれだけ重大な意味をもつようになった第二種奨学金であるので，そ

れを受けている者を明確に把握できる調査項目を設定しておくことが望まれる。貸与額すなわち負

債額が極めて高額となる可能性のある第二種奨学金の功罪の検討は，それを受けている者の把握か

ら始まる。 

 また，本稿の分析から，学生本人は通常あまり意識しないと言われている学納金が，実際には修

学費や娯楽嗜好費の支出パタンに影響を及ぼしていることが示された。この点については，大学の

授業料政策や国の補助金政策ともかかわるので，機関レベルやマクロレベルのデータも整備した上

で，再度検討したい。 
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